
 

 

 

 

（仮称）伊勢市郷土資料館の整備について 

 

１．郷土資料館に関する経緯 

・昭和 6 0 年 9 月～平成 5 年 12 月 

旧山田郵便局電話分室（本町）に設置 

・平成 6 年 4 月～平成 2 3 年 3 月 

旧市立図書館（岡本 3 丁目）に設置 

・平成 2 4 年 1 月～令和 5 年 3 月 

郷土資料コーナーを小俣総合支所 1 階に設置 

・令和 5 年 7 月 3 日 

総務政策委員協議会において、いせ市民活動センター北館 2 階に整備することを協議 

 

2．今後のスケジュール（予定） 

  令和５年 9 月 定例会へ議案提出 

・予算（基本計画策定委員会経費、基本計画策定業務委託料） 

・附属機関条例の改正（基本計画策定委員会） 

10 月～ 基本計画策定委員会の設置 

・基本構想、基本計画の審議 

  令和６年 8 月  基本構想・基本計画の策定   

建物改修設計、展示設計 

令和７年度～  建物改修工事、展示製作・工事 

 

開館 

総務政策委員協議会資料 1 

令和 5 年 8 月 3 0 日 

担当：情報戦略局文化政策課 



いせ市民活動センターの指定管理について

１．施設の名称及び所在地

いせ市民活動センター

伊勢市岩渕 1 丁目 2 番 29 号

２．業務内容

いせ市民活動センターの管理運営

３．指定期間

４．指定期間の変更及び指定管理者

令和 7 年度以降の指定管理対象施設の形態が一部変更となる予定であるこ

とから、指定管理期間は令和６年度のみとする。指定の期間が短いことから、

指定管理者の公募は行わず現行の指定管理者を指定したい。

５．指定管理の状況

指定管理者 特定非営利活動法人いせコンビニネット

協定による指定管理料 30,200,000 円（令和 4 年度～5 年度：2 年間）

年間利用者数（参考）

令和３年度 北館 18,493 人 南館 5,533 人

令和４年度 北館 20,352 人 南館 8,801 人

第 7 期（現行） 第 8 期（予定）

令和 4 年 4 月 1 日～

令和 6 年 3 月 31 日

（2 年間）

令和 6 年 4 月 1 日～

令和 7 年 3 月 31 日

（1 年間）
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令和 5 年 8 月 30 日

担当：環境生活部市民交流課



公民館等集会施設の譲渡等に関する方針（案）について 

施設類型別計画に基づき、市が公共施設として所有している公民館等集会施設（以下「集会施

設」という。）を地元自治会、町会、区等（以下「自治会等」という。）に譲渡するにあたっての基本

的な方針を次のとおり定める。 

 

１ 譲渡にあたっての基本的な考え方 

（１） 市が所有する集会施設の建物及び土地は、現行の用途を継承することを条件とした上で

自治会等へ無償で譲渡する。 

（２） 自治会等は、譲渡にあたって、財産を所有できる法人格（認可地縁団体等）を取得するこ

ととする。 

 

２ 建物修繕等について 

（１） 譲渡にあたっての建物修繕 

市において、譲渡前に施設の安全性及び機能維持等に必要な修繕を実施 

（２） 譲渡後の建物修繕、解体等 

自治会等が実施する修繕等については、「伊勢市自治会集会所建設等補助金交付要綱」

（市民交流課所管）による補助金の利用が可能 

（解体費用については、要綱改正し1/２補助対象とする。） 

 

３ 自治会等への譲渡が困難な場合の対応 

 公共施設としての用途は廃止するが、自治会等が引き続き施設の使用を希望する場合は、

「管理主体変更」により、建物が使用できる間は、自治会等へ無償で貸し付けることができる。 

管理主体変更にあたっては、施設の安全性を確保するための修繕を市が行うが、その後の

修繕は、全て自治会等において行うこととする。 

 

４ 譲渡等の時期について 

   自治会等における譲渡等の意思決定については、令和６年度中を基本とするが、意思決定

に時間を要することが見込まれる場合には、最長３年間延長（令和９年度中）できることとし、

その後、事務手続き及び建物修繕等を完了した後に譲渡を完了する。 

 

〈参考〉 

区 分 建物所有 法人格 譲渡等にあたっての修繕 
譲渡等後の 

修繕 
解体費用 

譲渡 自治会等 要 安全性及び機能維持 補助対象 １/２補助 

管理主体変更 市 不要 安全性の確保 補助なし 不要 
 

総務政策委員協議会 資料３ 
令和５年８月３０日（水） 
担当：二見総合支所生活福祉課 

教育民生委員協議会 資料３ 
令和５年８月２９日（火） 
担当：教育委員会事務局社会教育課 

産業建設委員協議会 資料２ 
令和５年８月２８日（月） 
担当：産業観光部農林水産課 



NO 名　　　称
総務
政策

教育
民生

産業
建設

所　管　課

1 三津コミュニティセンター 〇 二見総合支所生活福祉課

2 江コミュニティセンター 〇 二見総合支所生活福祉課

3 西コミュニティセンター 〇 二見総合支所生活福祉課

4 光の街コミュニティセンター 〇 二見総合支所生活福祉課

5 今一色コミュニティセンター 〇 二見総合支所生活福祉課

6 村松町民会館 〇 社会教育課

7 東豊浜町土路区町民会館 〇 社会教育課

8 西豊浜町上区町民会館 〇 社会教育課

9 柏町民会館 〇 社会教育課

10 船江会館 〇 社会教育課

11 坂東会館 〇 社会教育課

12 有滝町民会館 〇 社会教育課

13 小川町民会館 〇 社会教育課

14 田尻町民会館 〇 社会教育課

15 辻久留台会館 〇 社会教育課

16 昭和苑会館 〇 社会教育課

17 樫原町民会館 〇 社会教育課

18 東大淀町民会館 〇 社会教育課

19 植山町民会館 〇 社会教育課

20 明野公民館 〇 社会教育課

21 湯田公民館 〇 社会教育課

22 小俣北部公民館 〇 社会教育課

23 宮前公民館 〇 社会教育課

24 上惣公民館 〇 社会教育課

25 溝口会館 〇 社会教育課

26 高畑公民館 〇 社会教育課

27 下小俣公民館 〇 社会教育課

28 小林公民館 〇 社会教育課

29 新高公民館 〇 社会教育課

30 高向公民館 〇 社会教育課

31 王中島公民館 〇 社会教育課

32 上條公民館 〇 社会教育課

33 新開公民館 〇 社会教育課

34 下長屋公民館 〇 社会教育課

35 上長屋公民館 〇 社会教育課

36 中長屋公民館 〇 社会教育課

37 上條公民館分館 〇 社会教育課

38 二見健康管理増進センター 〇 農林水産課

対 象 施 設 一 覧



つり銭準備金の盗難に係る経過について

１．経過及び現状

２．つり銭準備金の補塡

（１）全国市長会公金総合保険へ盗難被害として保険金請求書を提出

⇒令和５年６月１日、被害全額（91,000 円）分の保険金が支払われ、

現在、損害額は実質補塡されている状況。

（２）令和４年度決算の取扱い

⇒令和４年度一般会計決算においては、盗難により現金 91,000 円が

不足することで調製予定。

３．公金管理の徹底について

（１）収納推進課

⇒職員につり銭準備金の管理徹底を周知。保管方法の見直しを図る。

（２）つり銭準備金の交付を受けている所属

⇒日々つり銭準備金等の保管確認の徹底を図る。月に一度、確認結果

を会計管理者へ報告。

（３）その他各所属

⇒公金の取り扱いに際し、更なる適正な管理に努める。

令和５年３月 14 日 収納推進課のつり銭準備金 91,000 円の紛失が判明

令和５年３月 20 日 伊勢警察署へ盗難による被害届を提出

令和５年３月 23 日 所属長へ通知

令和５年７月 24 日 所属長へ通知

令和５年７月 24 日、25 日 職員研修を実施

総務政策委員協議会資料４

令和５年８月 30 日

担当：総務部収納推進課

会計課



戸籍住民課窓口業務の民間委託業者の決定について

令和６年１月からの窓口業務委託について、公募型プロポーザル方式により業者

選定を行い、決定しましたので報告します。

１ 選定経過 令和５年５月 ８日（月）募集開始

令和５年５月22日（月）募集締切

令和５年６月27日（火）第１回選定委員会

令和５年７月19日（水）第２回選定委員会・プレゼンテーション

２ 提 案 ２社

３ 委託業者 東京都千代田区神田駿河台４丁目６番地

株式会社 ニチイ学館

４ 契 約 日 令和５年８月予定

５ 委託期間 令和６年１月１日 ～ 令和８年 12月 31 日（３年間）

６ 契約金額 １７８，０５６，０００円（税抜）

総務政策委員協議会 資料５

令和５年８月30日

担当：環境生活部 戸籍住民課



 
賓日館の指定管理について 

 
１．施設の名称及び所在地 

   賓日館 
   二見町茶屋 566 番地 2 
 
２．指定期間  

第 4 期（現行） 第 5 期（予定） 
平成 31 年 4 月 1 日～ 

令和 6 年 3 月 31 日 
（5 年間） 

令和 6 年 4 月 1 日～ 
令和 8 年 3 月 31 日 
（2 年間） 

  
３．指定期間の変更及び指定管理者 

  令和 8 年度からの賓日館耐震改修工事により、建物の指定管理期間は令和

7 年度までの 2 年間とし、従来どおり非公募にて現行の指定管理者を指定す

ることとする。 

 

４．指定管理の状況 

   指定管理者 NPO 法人 二見浦・賓日館の会 
   協定による指定管理料 37,108,337 円（平成 31 年度～5 年度：5 年間） 
   年間利用者数（参考）     

令和３年度   14,369 人 
令和４年度   21,040 人 

総務政策委員協議会 資料６ 

令和 5 年 8 月 30 日（水） 

担当：二見総合支所生活福祉課 


